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Mass Customization Production Planning System for Delivery
with multi-item for Uncertain demand
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要　約

　顧客需要の不確実性が進んでいる。大規模小売業者の流通基地（配送センター，RDCなど）と
店舗などの複数拠点間のサプライチェーンにおいて，顧客需要の不確実性を考慮した発注管理が

重要である。

　従来の単一品種を扱った多拠点配送計画システム（MCPS-D）を拡張し，多品種を扱うととも
に，拠点間における配送リードタイム，また日々の積込み・払い出し能力の制限等を考慮するこ

とができる「多品種多拠点配送計画システム（多品種MCPS-D）（MCPS-D with multi-item : Mass 
Customization Production Planning System for Delivery with multi-item）」を提案する。問題の記述，
定式化，解法の手順，ケーススタディ結果を述べる。

Abstract

It is necessary for a new ordering system in a supply chain between a central warehouse and retailers 
under the uncertain customer demand. We enhanced a model with a single item to Mass Customization 
Production Planning System for Delivery with multi-item (MCPS-D with multi-item) considering the 
capacity of loading/unloading and delivery lead-time. Problem description , formulation, solving 
procedure and case-studies are described. It’s shown that the solving is available for the problem.

　1　．はじめに

　顧客需要の不確実性が進んでいる。大規模小売業者の流通基地（配送センター，RDCなど）と
店舗などの複数拠点間のサプライチェーンにおいて，顧客需要の不確実性を考慮した発注管理が
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重要である。

　家電製品について，メーカー・量販店20社が九州で共同物流を行う計画がある［1］。メーカー
側は，従来，量販店が個別にもうける物流施設を回って九州向けの製品を配送してきたが，共同

化後は共同の施設への輸送のみですむ。また，共同物流施設からは一定の地域向けの販売店向け

であれば異なるチェーンでもまとめて配送可能になる。このようなケースも視野にいれる。

　従来の単一品種を扱った多拠点配送計画システム（MCPS-D）［2］を拡張し，多品種を扱うと
ともに，拠点間における配送リードタイム，また日々の積込み・払い出し能力の制限等を考慮す

ることができる「多品種多拠点配送計画システム（多品種MCPS-D）（MCPS-D with multi-item: Mass 
Customization Production Planning System for Delivery with multi-item）」を提案する。そして，問題
の記述，定式化，解法の手順，結果を説明する。本解法が有効であることを示す。

　2　．研究の目的

　拠点（複数）の不確実な需要に対応して，品切れ率と仕入コスト・在庫コストを指標に，これ

らの両立を図る「多品種多拠点配送計画モデル」を提案し，シミュレーションにより検証する。

　応用分野としては，①家電販売会社における電化製品等の持ち帰り品，メンテナンス品など汎

用品を対象製品として想定している。この分野は機能重視，感性重視によるカスタマイズ化など

が大きく進んでおり，顧客需要の不確実性が大きく，新しい発注法により効率的な管理を行うこ

とが不可欠である。また，②前述の共同物流における共同物流運営会社の発注管理機能の支援が

重要である。

　3　．対象のサプライチェーン

　大手家電販売会社においては，持ち帰り品（DVD,サプライ品等）は，店内在庫を持つ。補充
は，店舗などの各拠点において顧客の商品の発注を受け，配送センターより　1　回／　1　日入荷する。
発注方法は，①通常時期は，店舗在庫目標数量を事前に設定しておき，売れただけ半自動的に補

充する。②需要変動時は，過去の実績・店舗のノウハウにより，個々に発注する。発注方法は，

情報システムに対して，手入力する。対象とするサプライチェーンのイメージを図　1　に示す。

図　1　　対象とするサプライチェーンのイメージ
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　4　．多品種多拠点配送計画モデル

4．1　問題の前提

　センターと　 　箇所の配送拠点の在庫推移をそれぞれの品種ごと（　 　品種）に， 　期にわたっ
て，各期の計画目標未達率を厳守して，仕入・配送・在庫コストが最小になるように仕入・配送

数量を決定する問題を定式化する（図　2　，図　3　参照）。定式化にあたり，以下の点を前提とする。
①　配送拠点の需要の分布は，予測値を平均値とする標準偏差ωの正規分布と仮定する。

②　計画サイクルは，　1　回／週（あるいは　1　回／日）であるが，先　1　週間（あるいは先　2　－　3　日
の計画を立案する。）

③　配送拠点，品種ごとの計画目標未達率を考慮できる。未達率（unfulfilled-order-rate）とは，配
送未達が発生した回数の比率である。計画目標未達率は，配送拠点，品種別の標準の配送

リードタイムの下で許容される未達率である。仕入・配送管理者が配送拠点，品種別の未達

率を個々にコントロールできるように，計画目標未達率は，配送拠点，品種ごとに設定でき

るものとした。

④　配送コスト，在庫コスト，仕入コストの期待値の合計を最小化する。

⑤　各配送拠点までの配送リードタイムは考慮できる。

⑥　各期の払い出し能力は制限があるものとした。

4．2　　記号

  ：期（ただし， 　＜
－
 　 　）

  ：配送拠点（ただし， 　＜
－
 　 　）

図　2　　問題の概念図
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  ：品種（ただし， 　＜
－
 　 　）

  ：第　 　期の第　 　配送拠点の第　 　品種の需要量。第　 　期の第　 　配送拠点の第　 　品種の平均値
（内示） 　，標準偏差　 　の正規分布に従い，互いに独立である。すなわち，

　　　 

  ：第　 　期の第　 　配送拠点の第　 　品種の仕入量
  ：第　 　期の第　 　配送拠点の第　 　品種の在庫量，初期在庫量は　 
  ：第　 　期の第　 　品種の工場の単位あたりの仕入コスト
  ：第　 　期の第　 　配送拠点の第　 　品種の単位あたりの在庫コスト
  ：第　 　期の第　 　配送拠点の第　 　品種の単位あたりの配送コスト
  ：工場から配送拠点へのリードタイム
  ：第　 　配送拠点の第　 　品種の　 　期間の配送数量の合計目標
  ：第　 　配送拠点の第　 　品種の　 　期までの未達率
  ：第　 　配送拠点の第　 　品種別の計画目標未達率
  ：全体の計画目標未達率
  ：第　 　期の仕入能力

4．3　問題の定式化

【定式化　1　】

　　　  (1)

　　　  (2)

　　　  (3)

図　3　　問題の表現
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　　　  (4)

　　　  (5)

　　　  (6)

　　　  (7)

　　　  (8)

　　　  (9)

　ここで，(1)式は期別品種別仕入量　 　，期別配送拠点別品種別の配送量　 　と期別配送拠点別
品種別の在庫量　 　を変数として，配送費用と在庫費用の合計の期待値（Expectation）を最小化
することを表している。(2)式は，拠点別，品種別に拠点，品種において，内示以下の需要の範囲
では，在庫は拠点品種別に各期とも非負であること，(3)式は，配送が届かない場合に需要予測値
を満たすための最低初期在庫数制約，(4)式は，仕入量が配送拠点へ配送した合計数量と合致する
ことをそれぞれ表している。そして，(5)式は，仕入合計数量制約，(6)式は，配送拠点別品種別
の計画目標未達率制約である。また，(7)式は，期別の払い出し能力制約を表している。
　上記の問題は，需要が確率的な仕入・在庫問題であり，（s,S）政策［3, 4］は，このタイプの問題
として有力であるが，仕入・配送にかかわる期別や配送拠点別の多数の制約を有する場合には，

適用が困難である。

4．4　解　法

　【定式化　1　】に対してリラクゼーション戦略を用いて実際的で効果的な解法を提案する（図　4　
参照）。リラクゼーション戦略とは，複雑な非線形計画法を解く近似解法の基本戦略の　1　つであ
る。元の問題を解きやすい問題たとえば，線形計画問題に変換し，解が元の制約領域に入ってい

れば最適解，無ければ逐次に制約領域を狭めて，解に近づけていく［5, 6］。

　定式化　1　の(6)式を除いた問題を考え，多拠点多品種配送P問題とする。これは線形計画問題
となり，簡単に解が求まる。目的関数�� 式も　 　を消去し，簡素化している。 

図　4　　Relaxation戦略の概念図
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【多拠点多品種配送P問題】

  (10)

　　　  (11)

　　　　　　  (12)

　　　　　　  (13)

　　　　　　  (14)

　　　　　　  (15)

　　　　　　  (16)

　　　　　　  (17)

　 　を多拠点多品種配送P問題の最適解としたと
き，これが(6)式を満たしていれば， ， 　は，全体の

最適解となる。(6)式を満たさなければ，第　 　期，第　 　配送拠点，第　 　品種の未達率がある目標　  
以下になることを保障された「多拠点多品種配送MP問題」を構成する。
　ここで　 　である。

【多拠点多品種配送MP問題】

  (18)

 　　　  (19)

　　　　　　  (20)

　　　　　　  (21)

　　　　　　  (22)

　　　　　　  (23)

　　　　　　  (24)

　　　　　　  (25)
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　　　　　　  (26)

　多拠点多品種配送MP問題は，多拠点多品種配送P問題に比べて，(22)式を追加している。多
拠点多品種配送MP問題の(22)式における　 　と集合　 　について述べる。「第　 　期，第　 　配送拠
点，第　 　品種の在庫量　 　が，期別未達率　 　以下である」ためには，図　5　が示すように，

　　　  (27)

　　　  (28)

　となる　 ， 　を求め，期別未達率　 　以下となるためには，「（第　 　期，第　 　配送拠点，第　 　
品種の在庫量　 　の期待値）＞

－
 　 　」を満足すればよい［5, 6］。

　また，第　 　配送拠点，第　 　品種に関して，期のインデックスの集合を　 ，期別未達率が　 　以
下となる期のインデックスの集合を　 　とする。
　各配送拠点，各品種の計画目標未達率　 　の各期の計画目標未達率　 　を

　　　  (29)

とし，多拠点多品種配送MP問題を解いたときの未達率を　 　とする。
　各期の計画目標未達率　 　と　 　を，

　　　  (30)

　　　  (31)

と決め， 　とする。 　に対して，(32)(33)式から，

　　　  (32)

図　5　　解法の基本骨子
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　　　  (33)

となる　 ， 　∈　 　を(22)式に当てはめると，「第　 　の第　 　配送拠点，第　 　品種の在庫量　 　
が，期別の計画目標未達率　 　以下」となる多拠点多品種配送MP問題を構成できる。また，
INC＝　2　である。

4．5　解法の手順

　解法の手順を図　6　に示す。

図　6　　解法のフローチャート
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　5　．数値計算

　センターを北広島，配送拠点①を関東，配送拠点②を大阪，配送拠点③を九州とし，配送リー

ドタイムをそれぞれ　3　日，　2　日，　1　日としている。なお，今回のシミュレーションで配送拠点・
品種別の計画目標未達率　 　を設定して数値計算を行い，各配送拠点・品種別の計画目標未達率 
 　が全て　5　％以下になる，あるいは　 　＜0.0001の場合にそれ以上の改善を見込めない
と判断し，数値計算を終了する。

5．1　数値計算　1　（モデルのBase結果）

　Baseでは　1　期から　5　期までの内示の合計を関東150，関西120，九州90としてランダムに設定
し，初期在庫量も内示合計に対応して関東130，関西90，九州50としている。
　前提条件を表　1　の通りとする。

54321期

3038283024内 示

80　5　期の合計配送量制約130初 期 在 庫

　5　％計画目標未達率0.35バ ラ ツ キ

表　1　　Baseの前提条件

表　1　(a)　前提条件 （関東・品種　1　）

54321期

3530332824内 示

80　5　期の合計配送量制約130初 期 在 庫

　5　％計画目標未達率0.35バ ラ ツ キ

表　1　(b)　前提条件 （関東・品種　2　）

54321期

3028182420内 示

80　5　期の合計配送量制約90初 期 在 庫

　5　％計画目標未達率0.35バ ラ ツ キ

表　1　(c)　前提条件 （関西・品種　1　）

54321期

2530182522内 示

80　5　期の合計配送量制約90初 期 在 庫

　5　％計画目標未達率0.35バ ラ ツ キ

表　1　(d)　前提条件 （関西・品種　2　）
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5．2　結　果

　全ての各拠点品種別の未達率と各ケースの配分結果の特徴を表　2　にまとめ。この表で，目標未
達率である　5　％を達成したものには下線を引いている。

130各期の工場生産能力

1生産コスト

1在庫コスト

1配送コスト

表　1　(g)　前提条件 （工場生産能力・各コスト）

54321期

1423152018内 示

80　5　期の合計配送量制約50初 期 在 庫

　5　％計画目標未達率0.35バ ラ ツ キ

表　1　(f)　前提条件（九州・品種　2　）

54321期

2215182015内 示

80　5　期の合計配送量制約50初 期 在 庫

　5　％計画目標未達率0.35バ ラ ツ キ

表　1　(e)　前提条件 （九州・品種　1　）
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配分結果の説明
未　達　率

品種　2　　　　品種　1　
配送リードタイムの影響で，配送量が

関東は　1　～　2　期，関西は　1　～　3　期，九
州は　1　～　4　期に集中している。

4.691％
4.913％
4.947％

関東　4.970％
関西　4.975％
九州　4.965％

Base

関東品種　1　の　1　期の配送量を確保し，
極端に高い未達率になることを避ける

ため，特に九州との間で，拠点品種間

で調整を行っている。

4.891％
5.238％
9.164％

関東　13.488％
関西　4.950％
九州　7.662％

関東品種　1の2期の
内示をBaseの1.5
倍である45とする。

Case1

関東品種　1　だけが高い未達率になるこ
とを避けるために，関西，九州が関東

品種　1　の　1　期の配送量を確保するため
に，拠点品種間で調整を行っている。

4.431％
7.631％
7.454％

関東　25.966％
関西　5.322％
九州　7.469％

関東品種1の初期在
庫量をBaseの130
から100にする。

Case2

未達率は全てにおいて目標を達成し，

関東品種　1　は，初期在庫量で需要の大
部分を補えるようになった。

4.660％
4.985％
4.936％

関東　4.881％
関西　4.953％
九州　4.963％

関東品種1の初期在
庫量をBaseの130
から160にする。

Case3

需要のバラツキが増え，調整の厳しい

関東の高すぎる未達率を避けるため，

関東品種　1　，品種　2　共に　5　期間全ての
配送量を　5　期間で搬入可能な　1　，　2　期
で生産し，搬入されない　3　～　5　期では
全く生産せず，在庫量を増やしてい

る。生産能力制約を満たすため，九州，

関西により拠点間調整されている。未

達率は全体的に他のいずれのケースよ

りも大きく，どの拠点品種でも　5　％を
満たしていない。

9.921％
5.244％
18.761％

関東　8.748％
関西　8.964％
九州　17.142％

関東の需要のバラ

ツキをBaseの0.35
から0.5とする。

Case4

関東品種　1　，品種　2　共に生産合計数量
制約を大きくした分を主に　5　期間で配
送されない　4　期にて生産されているこ
とから，オーバーアクションであるこ

とがわかる。

4.978％
4.989％
4.059％

関東　4.279％
関西　4.900％
九州　4.939％

関東の生産合計数

量制約をBaseの80
から100とし，関
西，九州をBaseの
80から70とする。

Case5

関東での未達率が極端に高くなりすぎ

ないように，関東品種　1　では，合計配
送量制約全ての量を　1　，　2　期で生産
し，関東品種　2　でも　1　期の配送量を多
くすることで，十分に在庫量を維持し

ている。それを受けて，生産能力制約

を満たすため，九州で主に調整が行わ

れ，同時に関西でも調整されている。

4.887％
5.602％
10.395％

関東　19.844％
関西　7.898％
九州　12.300％

関東品種　1の初期在
庫量をBaseの130
から120に減少，内
示をBaseよりも全
ての期において　2　
ずつ，合計10多い
とする。

関東の需要のバラ

ツキをBaseの0.35
から0.4とする。

Case6

表　2　　数値計算結果



172 県立広島大学経営情報学部論集　第　3　号

　今回の数値計算の結果からどこかの拠点，品種（今回は関東品種　1　）で不測の事態が生じた場
合，各拠点への配送リードタイムの影響で生産できる期が限られていることもあり，その拠点以

外の他の拠点により配送量を調整し，できるだけ未達率が　5　％に近づくように，拠点品種間で調
整を行っていることがわかる。

　6　．提案する多品種多拠点配送計画モデルの運用

　運用イメージを図　7　にしめす。

　7　．まとめと今後の予定

①　拠点需要の不確実性を考慮した配送センターの多品種多拠点配送計画モデルとその解法を開

発した。

②　Microsoft Excelを用いてシステム化した。
③　様々なケースの数値計算により，拠点品種間で適切に調整が行われていることを明らかにし

た。

④　日々のオペレーションのモデルができ，在庫圧縮，品切れ率，コスト削減などの操業指針を

得る。また，情報システム設計のノウハウが確立した。

今後の課題は，

①　様々な業界に対応したモデルへの拡張と汎用化

②　期間数，拠点数，品種数の大規模化

③　先行需要情報を活用した配送システム［7］に対して，数理計画法を用いた研究を進めてい
く。 

図　7　　多品種多拠点配送計画モデルの運用
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